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ⅰ）修了の判定基準 

  修了に必要な単位数、50単位以上を満たしかつこのほかに平均成績基準を満たした者を対象とし

て、教務委員会において厳格に判定する。 

ⅱ）再履修及びその成績結果の表記 

  ここでいう再履修とは、既に合格の成績評価を得ている科目について、さらによい成績をめざす

者にその道を開いておく制度である。AA評価科目を除き、すべての科目について１回だけ認める。

この場合の成績記録はいずれかよい方とする。なお、これは、不合格の科目についての再履修回数

を１回に制限するものではない。 

 

 

3-3 学生の受け入れ 

 

 Ａ群・大学院研究科の学生募集の方法、入学者選抜方法の適切性 

 Ｂ群・成績優秀者等に対する学内推薦制度を採用している大学院研究科における、そうした措置の

適切性 

 Ａ群・他大学・大学院の学生に対する「門戸開放」の状況 

 Ｂ群・社会人学生の受け入れ状況 

 Ａ群・収容定員に対する在籍学生数の比率および学生確保のための措置の適切性 

 

１）入学者選抜の概要 

 ⅰ）入試制度の基本方針 

   学生の受け入れに関する基本方針は以下の通りである。 

  ・一般入試は原則として本学独自の入学試験により、適切な志願者を求めるものとする。 

  ・会計専門職をめざす社会人のための入試及び既に会計専門職である公認会計士、税理士等資格

を有する者及びそれらに準ずる者でリカレント教育を志向する者のために、それに対応する入

試を実施する。 

  ・本研究科の理念、教育方針に合致した適性と学力を有する者を対象に、自己推薦入試を行う。 

  ・入学者選抜の適切な運用を行うため研究科長を委員長とする入試委員会を設置し、入試全般の

企画、問題作成、面接審査方法、書類審査方法、判定基準の方法と管理運営のルールを決定す

る。 

 ⅱ）入試方法 

   入学試験は一般入試、社会人入試（社会人経験５年以上）、自己推薦入試の３種類とし、入学者

選抜は、筆記試験、面接試験、口述試験、書類審査によって行う。 

 ⅲ）一般入試 

  募集人員 50名程度 

  出願資格 下記のいずれかに該当する者 

  (1) 大学を卒業した者及び2006年３月卒業見込みの者 

  (2) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者及び2006年３月卒業見込みの者 

  (3) 文部科学大臣の指定した者 
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  (4) 学位授与機構で学士の学位を取得した者及び取得見込みの者 

  (5) 個別の資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で、22歳

に達した者 

  (6) その他、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者 

  審  査 第一次審査：筆記試験  第二次審査：面接試験 

  選抜方法 選抜方法は、第一次的には一次審査として学力を有しているかを判定するため、英語

と会計の基幹科目による試験を行う。ついで二次審査として面接試験を実施する。 

 ⅳ）社会人入試 

  募集人数 20名程度 

  出願資格 下記のいずれかに該当し、入学時（2006年４月）において大学を卒業後５年以上経過

した者 

  (1) 大学を卒業した者 

  (2) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者 

  (3) 文部科学大臣の指定した者 

  (4) 学位授与機構で学士の学位を取得した者 

  (5) 個別の資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で、22歳

に達した者 

  (6) その他、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者 

  審  査 第一次審査：書類審査  第二次審査：口述試験 

  選抜方法 選抜基準は、本研究科の職業倫理を基礎とする教育の理念及び方針に合致し、専門職

学位課程を修了できる充分な学力があり、将来会計プロフェッションとしての積極的、

活動的適性を有しているかを基準とし、試験委員による厳格な書類審査の後、面接に

よる口述試験を行う。この口述試験は会計、監査、税法、その他の分野についての試

験を想定している。 

 ⅴ）自己推薦入試 

  募集人数 若干名 

  審  査 第一次審査：書類審査 第二次審査：面接試験 

  出願資格 下記のいずれかに該当する者 

  (1) 大学を卒業した者及び2006年３月卒業見込みの者 

  (2) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者 

  (3) 文部科学大臣の指定した者 

  (4) 学位授与機構で学士の学位を取得した者 

  (5) 個別の資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で、22歳

に達した者 

  (6) その他、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者 

  選抜方法 自己推薦入試の選抜基準は、本研究科の職業倫理を基礎とする教育の理念及び方針に

合致し、専門職学位課程を修了できる充分な学力があり、将来会計プロフェッション

としての積極的、活動的適性を有しているかを基準とし、試験委員による厳格な書類

審査の後、面接による試験を行う。 

   なお、３種類の入試ともに入試の適正かつ慎重な運用を行うために、入試委員会にて判定基準

等のルールを定めている。 
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 ⅵ）平成17年度及び18年度の入学状況は以下のとおりである。 

  平成17年度 

   定 員： 入学定員80名 収容定員80名 

   入学者： 一般入試55名、社会人入試27名 合計82名 

  平成18年度 

   定 員： 入学定員80名 収容定員160名 

   入学者： 一般入試36名、社会人入試33名、自己推薦38名 合計107名 

 ⅶ）科目等履修生 

   リカレント教育あるいは生涯学習の観点から広く門戸を広げ、実践科目群を中心として科目等

履修生を受け入れている。科目等履修生が履修できる科目は、１年を通じて12単位以内である。

受け入れにあたっては、書類審査及び面接による選考を行い、教授会の議を経て決定している。

2006年５月現在５名の科目等履修生が在籍している。 

２）学内推薦制度について、現在は採用していない。 

 

 

3-4 教員組織 

 

 Ａ群・大学院研究科の理念・目的並びに教育課程の種類、性格、学生数との関係における当該大学

院研究科の教員組織の適切性、妥当性 

 Ａ群・大学院担当の専任教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続の内容とその運用の適切性 

 Ｂ群・教員の教育活動及び研究活動の評価の実施状況とその有効性 

 Ｂ群・学内外の大学院と学部、研究所等の教育研究組織間の人的交流の状況とその適切性 

 

１）教員組織の概要 

 ⅰ）教員組織の枠組み 

   専任教員は、その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる者で、

教育上または研究上の業績ある研究者教員、とくに優れた知識及び経験を有する実務家教員で構

成されている。 

   必置基準教員数は11名であるが、専任教員数は16名である。他に、兼担教員５名、兼任教員17

名で構成する（「大学基礎データ」表19）。必置実務家教員は５名のところを６名で構成する。 

 ⅱ）専任教員の配置 

 

内   訳 総 数 研究者教員 実務家教員 

財務会計論系 5 4 1 

管理会計論系 2 1 1 

監査論系 4 3 1 

租税法系 1 1 0 

企業法系 2 1 1 

会計関連科目群 2 0 2 

その他領域群 0 0 0 

合   計 16 10 6 

 




